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その内容は、①本件不動産を妻 C に相続させる。② C が A より先に死
亡したときは、本件不動産を Y に相続させる、というものであった。
その後、平成15年９月23日に C は A より先に死亡し、A も末期がん
であったことから、司法書士 D に相談した。平成27年２月１日に A は
B との間で、A の財産の３分の１に相当する財産を贈与し、贈与財産の
所有権は A の死亡により、B に移転する旨の死因贈与契約を締結し、D






た D からも信託に関する説明を受けた。これにより、A は D の説明し
た信託の方法により、死後の財産の処遇を決めることにし、同年２月５
日に A は Y との間で、A を委託者、Y を受託者とする以下の内容の信
託契約を締結した（以下、本件信託）。
すなわち、その内容は、① A の死亡後も、信託財産を管理・運用し、
Y 及びその直系血族が A 家を継ぎ、お墓・仏壇を守ることを目的とし、































状は見られなかった。」しかし、「同月31日、医師より X、Y 及び B に対し、
A が胃がんの末期状態であり数日中にも死亡する可能性があると説明を
され、以降は疼痛を緩和する医療方針とされた。」その後、上記説明を受






た。同日、D も A の病室を訪れ、信託に関する説明を行った。D と信託
銀行担当者双方の説明を聞いた A は、D が説明した信託の方法により自
身の死後の財産の処遇を決めることとした。

































「A は平成27年２月１日、A の全財産の３分の１に相当する財産を B
に、３分の２に相当する財産を Y に、それぞれ死因贈与する旨の本件死
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さて、A の意思能力について、X は、A の薬剤投与の副作用による意
識障害が生じた状況で、本件死因贈与及び本件信託が設定された旨を主
張するけれども、A は自己の財産の処遇について、D や E に相談し、自
らを受益者とする信託の設定などを検討している。その後、A は公証人
立会いのもと、自らの意思で本件死因贈与及び本件信託の宣誓を行って
いる。これに鑑みれば、A は入院後 B の手配により、自己の財産の処遇



















































行為については A による X を害する意図の存在を認めたということが
できよう（26）。



























但書）、ここからも本件信託において、X を排除しようとする A の意図
が読みとれなくもない。




できる。すなわち、やはり A の意図である信託目的は、Y による A の
家産の一体的な承継に重点が置かれていたといえる。
こうした状況から X は、Y の裁量により、Y の子どもに全ての財産を
承継させるべく、Y は信託不動産について最低限度の維持管理しかせず、
加えて Y による信託不動産の無償使用は、利益相反であり、遺留分逃れ
















































































































































































































 （６）　赤沼康弘「遺言代用信託」小野傑 = 深山雅也編・新しい信託法解説（2007


































































なお、本件で Y は、A の住居の敷地に賃貸物件を立てる計画をし、不
動産業者に見積もりを依頼している事実が認められる。 
 （28）　もっとも、本件においては、Y による A 居宅の居住使用の有無につい
ては、触れられていない。 
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 （29）　佐久間「前掲論文」134頁以下。 
 （30）　沖野「前掲評釈」72頁以下では、Y の信託財産に関する無償使用権によっ
て、居住利益が生じるとすれば、それは受益権に取り込まれる余地があ
ると指摘をされるけれども、その場合居住利益について Y は受託者とし
て利益を享受したものなのか否か、あるいは受益者として利益を享受し
たのか否かが考慮されるべきである。すなわち、受益者として利益を得
た場合は、遺留分につき他の受益者との等価性が問題となるけれども、
受託者としてはその利益の享受の有無が問題となるのであり、そこでは
無償使用権の行使の内容を判断することになる。 
 （31）　沖野「前掲評釈」73頁。 
 （32）　信託財産の有効要件としては、金銭に見積もれること、積極財産である
こと、委託者の財産圏からの分離が可能であること、現存・特定されて
いることが、要求されている（四宮・前掲書132頁以下、新井誠・信託法（第
4版）（2014年）340頁以下）。 
